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1は じ め に
近年,わ が国における地方教育行政の中心的制度である教育委員会制度のあ り方 に再 び関心が高
ま ってきつつある。そこには,つ ぎのような問題状況が存在 して い る。1つ は,「国民の教育権」
論が教育改革の理論 として発展されつつあ る こ とで あ る。教育改革の理論 としての 「国民の教育
権」論 は,自 らの教育行政組織(制 度)論 として新 しい教育委員会制度を提唱 してい る。2っ は,
1960年代後半か ら,都市部を中心 に急速 にひろが った革新 自治体を中心 にして教育行政民主化のさ
ま ざまな試みが積み重ね られ てきていることである。教育委員任命の方法,委 員会の運営,住 民の
教育行政参加などをふ くめ新 しい教育委員会制度のあ り方が模策 されている。
教育委員会制度のあり方の再検討を行おうとす るとき、迅iけて通ることができない事柄は,戦 後
教育行政の制度的支柱であ った公選制教委制度の歴史と理論の総括であろう。わが国の公選制教委
制度の歴史 と理論 に関する文献はかなりの数にのぼっている。 しか し,そ れ らの大半 は,制 度(法)
の解説,紹 介,お よびその変遷史,い くつかの地域を対象に した実態調査 と事例研究 などであり,
本格的な研究は意外 と少ない。 この制度の歴史と理論の総括は今 日においても未だ残 された大 きな
課題 といえよ う。(1)本稿は,こ の課題に接近するための研究 ノー トの一部であ る。本稿では,戦 後
教育改革期 における公選制教委制度の成立過程 とその諸問題があつかわれ る。
さて,戦 後の教育改革一と りわけわれわれの当面の対象である教育行政制度改革一 は,い かなる
主体によ り,いかなる構想のもとに,い かなるプロセスをへて実現 されたのであろうか。
一般的にはつぎの ようにいわれている。戦後教育改革の基本構想は,米 国教育使節団報告書(19
46年3月)によって描かれ,そ の基本構想は総司令部 くGHQ)によ り全面的に支持…された。1946年
8月内閣に設置された教育刷新委員会(後 に教育刷新審議会 と改称)は,'・自主的立場 に立 ってその
基本構想を検討,具 体化 し,建議 した。 この建議 にもとづき文部省は法律案を作成,国 会の審議を
へて成立 した法律にもとついて改革は実現 した。勿 論,こ の過程は決 して単純なものではな く迂余
曲折 したものであった,と 。
「戦後の教育改造の基本的な線を描いた」(2)と評価 されている使節団報告書が戦後の教育行政改
革に果 した大 きな役割,そ の民主的構想に共鳴 し,同意 しつつ 自らの責任ある課題 として自主的に
改革原理 と具体的構想を深めた南原繁 ら教育刷新委員会の努力 と熱誠,国 民の代表としての 自覚 に
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支え られて展開 された国会における真摯 な審議などは,い ずれ も戦 後教育改革の内実をなす もので
あ り・十全な評価が与え られ なければな らない。政令改正諮問委員会答 申(1951年11月)以後今1,1
にいたるまで,さ まざまな表現をもって戦後教育改革における日本人の主体的努力 と決断を軽視あ
るいは無視 し,改革 その ものを占領政策の押 しつけと断 じてその歴史的意義を低か らしめようとす
る動向が強 く存在 しつづけている時,上 記の十全 な評価は一層請荷liな実証 に裏づけ られて主張 され
なければならないであろう。
しかし,戦 後教育 く行政)改 革を,米 国教育使節団(報 告書)一 斤一教 育刷新委員会(建 議)一 一文
部省(法 律案)一 週余(法 律)の プロセスのみで とらえ ることは十分 ではない。前述 した よ うに
このプロセスは,当 時教育改革が具体化され る公的な政策審議 ・立案,実 施のルー トであ り,こ の
ルー トを経 ないか ぎり,いかなる改革構想 も実現す ることはきわめて困難であった といえよう。 し
たがってこのルー トにそって戦後教育(行 政)改 革を把握 し分抗 しようとす ることには十分な根拠
がある。 しか しなが ら,この視角 のみに限定 して改革を とらえようとすれば,こ のルー トの外で展
開 された他の改革主体の動向や改革構想をはじめ,そ れが政策立案,実 施に与えた影響を視野か ら
欠落させることになる。それはまた,戦 後教育(行 政)改 革を上か ら具体化 されたもの としてのみ
とらえて,現 実の改革を 「単純ではなく対立をなす諸過程の複合体 として」(3)とらえるという重要
な視点を失 うことになり,改革の全体像 の把握は一面的 とな らざるをえ な い と考 え る。戦後教育




戦後 日本 における教育改革 は,戦 前の天皇制教学体制への強い批判,反 省を契機 として遂行され
た ものであ り,教育の目的,内 容 と方法,制 度の全般 にわたる改革であ った。な か で も,「教育行
政の如何は▲教育の死活を制す る」(4)ものであると して教育行政改革が重視された。
戦前の天皇制教学体制にあっては,教 育は 「国民の義務」 とされ,教育勅語を絶対唯一の 「淵源」
として,忠 君愛国 ・富国強兵を基調とす る徹底 した 「国民教化の教育」「国家による国民教育」で
あった。 教育 は 「国ノ事務」 で あ り,教 育行政は国家の統治作用の一部 であ り,教師の教育実践
は,そ れを末端で具体化するもの とされた。教育行政の制度的特質 としては,①教育法規の大半は
勅令以下の命令によって定め られていた こと,② 文部大臣を頂点 とする上意下達の徹底 した中央集
権的機構が確立 されていたこと,③ 特に地方教育行政は内務行政の下部機構である地方長官(知事)
を中心 に一般地方行政の一部 として官僚統制されていた こと,④ 国民の教育への発言,批 判,教 育
行政への参加 はもとよ り,教師の教育実践 における自主性は抑圧 され,創 意と工夫 をいかす余地 は
全 く封 じられていたこと,な どがあげられ る。総 じて,戦 前の教育行政にあっては,民 主主義的要
素 は著 しく欠落 していた。戦後の教育改革において,教 育行政改革は不可避であった。
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教育行政制度改革は,憲 法 ・教育基本法および地方 自治法の諸原則を前提に教育委員会法(1948
年)お よび文部省設置法(1949年)の制定によって実現するが,そ こに至るまで,制 度原理を異に
するさまざまな改革構想が出されていた。主なものとしてつぎの4つ をあげるこ とができよう。1
つは,大 学区=学 区庁構想であ り,2っ は,学 校委員会=「 教育委員会」ない しは教育協議会構想
であ り,3っ は,「地方教育委員会」構想であり,4っ は公選制教育委員会構想である。
これ らは,ど のよ うな主体によ り,どのような制度原理に立 って‡薄想 されたものであったのか。
以下の諸節で概観 していこう。
2.大 学区=学 区庁構想
大学区=学 区庁構想は,敗 戦の年10月に学校教育局長 として文部省入 りした田中耕太郎 らを中心
として文部省内で練 られたものである。
田中は,文部省入 り直前に草 した 「教育改革私見」(5)(1945年9刀)で,早くも,教育内容,制
度の両面にわたってかな りラデ ィカルな改革構想を提示 していた。教育行政に関しては,'まず 「支
部省問題 として,① 教育を政治より分離 し,憲法上司法権に与え られたる独立の地位を保障す るこ
と,②文部大臣は原則 として教育界又 は学界出身者 とし,頻繁なる更迭 は道けるへきこと,③文部
省の権限は原則として純粋なる事務的方面に限 り,教育内容に干与せざること,④教学局,国 民精
神文化研究所の廃止,な どをあげ,続 いて,「学区制の問題一 一仏国の例を研究す る こ と」を示唆
していた。 文部省学校教育局長に就任 した直後に書かれたといわれている 「学校教育局に就て」働
のなかでは,地 方教育行政 としての大学区構想の趣 旨がつぎのよ うにのべ られていた。
「地方の学校行政に関 しては,初 等及び中等の諸学校 に関する限 りに於て,内 務省所管の地方行
政庁(prefecturc)の官吏に依 って司 られ て ゐ る。 此等の官吏の多くは法科出身の教育に未経験
な,場合 に依っては警察官 と して の経験を有する若年者で而も多 くの場合一年位 しか在職 しな




内務行政か ら切 り離 し,全国を各大学を ピラミッ ドの尖端とす る七箇位の学区(AcademicDis・
sticりに分けてそれに委ね,文部省が極めて寛大な監督を行ふやうにすることを研究 しつつある」。
この大学区構想は,1946年1月25日付の文部省内試案 「地方教育行政機構刷新要網」「右 二基 ク
学区庁(仮 称)設 置要綱」で大学区=学 区庁構想 として具体化された。 この 「要網」は,基 本方針
として,① 「地方教育行政機構=抜 本的刷新 ヲ加へ之オ内務省 ヨリ分離 セ シメ」,②中等学校以下
の諸学校を,「文部大臣ノ任命二係ル学区長官(仮 称)ノ 監督下雲霞キ教権の確立 ト文教施 策 ノ滲
透遂行 ヲ期セン トス」,をかかげている。 行政機構 としては,① 全国を数個の学区に分け,学 区庁
を設置する,②学区庁は学区内の教育事務(社 会教育を含む)を 所管する,③学区庁長官には学区
内の帝国大学総長を充て,そ れに教育関係者 より互選 された委員か ら成 る委員会を配する,④学区
庁の下部機関として学区支署をおく,とい うものであった。
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田中耕太郎によれば,こ の構想に理論的根拠を与え た の は,「司法権の独立に基礎をお く大学の
自治論」(7)であったといわれる。すなわち,「大学が従来文部省に対 して慣習上広汎 な自治を享有
し,又社会的文化的に大なプ レスティージを保持 していたために,地 方教育行政の有力な支柱 とし
て役立ち,一 方その官僚 化とそのアナーキー化を有効に防止す るとともに,他 方 その学問的文化的
雰囲気が初等及び中等学校の教育者を刺戟啓発するところのあらんことを期待 した」(8}ので あ っ
た。
このように,大 学区=学 区庁構想の核心は,教 育行政を帝大総長を頂点 とする"学 者 ・教育者の
自治"に ゆだねることにより,「教育界の普遍的病弊」ω)で あった教育の官僚的支配を断ち切 り,
教育および教育者 の自立性を確保 し,"教育権の独立"を はかることにあった。 しか し,同 時 にこ
の構想は,教 育行政への地方ボスの介入を防止するとの理由か ら,地域住民の教育行政参加をも拒
否するものであ り,「教育委員会の素人主義 とはjE反対のものであった」{10)ことに留意 してお く必
要があろ う。
3,学 校委員会=「 教育委員会」構想,
敗戦によって天皇制教学体制か ら解放 された教師 たちは,戦 前それ と闘 った新教 ・教労の活動家
などを中心に教員組合,教 育研究団体の組織化を始 め,自 らの生活を守 り,荒廃 した学校 と教 育を
再建するために立ちあが って い た。 彼 らがまず直面 したのは,深 刻な生活の危機 と眼前にある戦
災で荒廃 した学校での教育の再開であ ったが,そ の中か ら教育改革の さま ざまな構想 も萌芽 してい
た。(ユ1}
例えば,敗 戦の年 の11月,束田操は 「民主主義教育徹底化のために」{12)を論 じ,「真の民主主義
教育は民衆の手で実現せねばな らない」「支配者の手段としての教育か ら解放 され,人 民のため,
文化のため,生 活のための教育とならねばな らない。 このために,各 学校は……自由の教育が実行
され……学問のr-1Ql,学生の 自治,個 性 の尊重」が不可欠であるとした。同 じころ,新 島繁 も新 日
(ママ)
本の教育の追i路は 「軍国主義的且つ国家主義的=全 休主義的な制度 と理念 との姪精を打破 し,一 と
先づ,こ れを 自由なものにして国民全体の前に解放する。言い換えれば,教 育制度の 自立 化と教育
活動の自主化 との方向に向ふべきである」(13)と教育改革の基本的方向を提起 していた。
教員組合運動の中からうまれた教育行政改革の具体的な制度構想は,学 校委員会=「教育委員会」
構想であ った。1945年12月1口に結成 された全国初の全 日本教員組合(全 教)の 「行動綱領」(案)
には,「学校制度,教 育制度の民主化」の内実 と して,「組合の教育行政への全面的参加」「学園の
自治権確立」「校長の公選」「職員会の民主化」「組合による教科書縞 さん」「研究並びに教育活動の
白山」'と並んで 「学校委員会の確立」がかかげられていた。同 日発行 された 「日本教育新 聞」第1
号は,学 区毎に父兄,教 師,児 童生徒3者 の代表で構成する学校委員会の概要をかかげた。 また,
全教の中心 メンバーの ユ人であった渡会秋高は,学 校委員会構想を一層具体化 した.「教育委員会」
構想を提唱 した。 これは,教 育民主化の1方 法 として学区単位に,父 兄,教 師,で きるな ら児童 ・
生徒,さ らに文化人,教 育に熱心な人びと,農 民組合や労働組合などの代表で構成 され る。 この委
員会は,学 校の経営 ・管理に参加 し,教育施設を建設するとともに,教 育研究所を設立 し,教育内
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容,方 法,教 科課程の編成などを研究 させ る,と い うものであった。(μ)
これ らの構想は,使 節団報告書の教育委員会構想の示唆を受 け つ つ,村 山俊太郎 らの 「教育復
興」案,教 育民主化協議会の行動綱領への発展 させ られてい く。「教育復興」案(15)の改革構想は,
次にあるように中央一地方一学校の各段階を含む体系的な構想を もっていた。
① 国民 自身が我が子の教育管理に参加す るとい う原則を確立すること。
② 全 国的文化経済政治学術等の諸団体及び労働組合農民組合の代表による教育 委員 会を 構 成
し,内務行政からの教育行政機関の完全な独立を図る。教育行政機関の長官は委員会の中か ら
選出す る。あらゆる教育政策はここで審議 され最高の意思決定機関とされる。
⑨ 地方 自治体にも同様の教育委員会をお く。父兄全体の公選 による父兄委員会,学 校職員によ
る学校運営委員会,児 童生徒の全校委員会の3者 代表により学校運営委員会を組織する。校長
は公選 とする。
これ らの諸構想にみ られ る共通 した特徴の第1は,民 主的教育行政制度は,「ある日突然に文部
省が上か ら作 らせてで き上 るようなものではなく」(16),日常の切実 な教育要求を基礎に した教育民
主化闘争と結びついて,は じめて生み出されるものであるとの基本的立場に立つものであった。第
2は,教 育行政制度改革の根本にあるね らいは,「教育を人民の手 にとりもどす」 ことに お か れて
いたことであり,教育の自主性の確保を主張する根拠 はそこにこそあると考えられていたことであ
る。例えば,次 にかかげる主張を見 られたい。「教育 は人民のもの人民のためのものにな らね ば な
らぬ。その為に人民は教育の 自主性 を要求す るだろ う。教育はもちろん教育官僚のためにあるので
はない。教育者のためにさえあるのではない。 さういふ意味での自主性な らそれは教育の独善 だ。
教育者は人民に委託 されて,立 派な人間をつ くるといふ尊い職務 に従ふのである。そのためには個
々の人民の勝手な考へで教育や教育者が左右 されてはな らぬ。 しか し教育者 も人民の一人 としてそ
の総意には従 はねばな らない。」(17)Sl3の特徴は,学校運営への教師,父兄,子 どもの参加を基礎に
した下か らの制度改革 により教育行政全体の改革が構想されていたことである。 このよ うに して,
は じめて教育行政改革そのものへ,教 師,父 母,勤 労大衆が参加することがで き,改革の過程その
ものが,改 革主体の変革にもつながるととらえ られていたと思われ るのであ る。第4の 特徴 は,教
育行政機関の構成にあたっては,一 般公選制 はかならず しも採用 されていず,民 主化の中心勢力 と
して,教 員組合,民 主的父母団体,労 農団体 の共同のヘゲモニーが重視されていたことである。ア
メ リカ教育使節団報告書が勧告 した教育委員会制度の制度原理 とは基本的な性格を異に した 「教育
の民衆統制」あるいは 「人民統制」をめざ したものとして注 目され るのである。
4.「地方教育委員会」構想
この改革構想は,教 育使節団の来 日を前に して結成された 「米 国教育使節団に協力すべさ日本教
育家の委員会」が使節団 との接触を通 して独 自にまとめ上げ,文 部大臣に提出した報告書(1946年
3月)C18)で提唱されたものである。 この 『報告書』 は当時秘扱い とされ,公 表 されたなか ったが,
▲6項 目にわたる意見の第2に 「教権確立問題に関する意見」を設け,「地方教育委員会」構 想 を
明 らかに している。,
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『報告書』は,「教権確立の方法 に関 しては種 ・々考慮せ られるべきも木委員会は其の範囲を米国委
員より示唆を受けたる〒BoardofEducationG}-ij度に付 き研究することに限定 した り」 として,9項目
の骨子を提案 している。その主な内容は,次 のとおりであった。
① 学校に対する文部省及地方庁の監督権を縮少 し,そ の指示命令は大網 に止めること。②府県 に
法律をもって地方教育委員会を設置 し,学務委員会 は廃止する。③委員会は議決機関とす るが,
一知事の監督下におく。④委員数は10名以 内を標準 とし,委員は現職教員,地 方教育関係官吏な ら
びに民間か ら選出する。教員の委員は互選により,ま た民間委員は一般 より選挙す るが,被 選挙
者 には一定の制限を加えることが必要である。・官吏の委員は2名 を超えぬこと。⑤府県はこれを
若干の区域に分 け,各 々に委員会を設ける。 この委員会の数は一定 し難いが,余 り少数な らば地
方 の実情 に即せず,余 り多数ならば地方の情実 にとらわれ易 くなる故,注 意をすること。・⑥委員
会 は,そ の区域内の中等学校,国 民学校の職務を行な うもの とする。⑦委員会は知事 に対 し,任
・免,異 動,教 科書採択,学 習課程の標準決定等 に関する具申権をもつこと。従 って視学は学校経
営の指導援助をなすに止ま り,人事に関与 しないこと。'一'r
ここには,「教権の確立」に主要な関心を お い て,ア メ リカの教育委員会制度を 「国情」に合わ
せて適用 しよ うとする積極的な意図が うかがえる。特 に委員会の構成 と選 出方法は,大 正期の啓 りj
会が提唱 した 「教育委員会」構想 に酷似 していて興味深い6し か し,委員会の権限や文部省,地 方
庁(知 事)'との関係にもみ られ るように,・この構想 は:ア メ,リカの教育委員会制度が もつ徹底 した
地方分権,・一般行政か らの独立性 にかな り危惧を もち,こ れにさまざまな歯 どめをかけた ものとも
み られ る。
5.公 選制教育委員会構想
周知のよ うに,こ の制度構想 は,1946年3月乗 口した,ア メ リ・力教育使節団の報告書(Reportof
theUnitedStatesEducat三〇nMissciontoJapansubmittedtheSupremeCoふmanderfortheAllied
Powers)(19)"のなかで勧告されたものである。 この報告書は,本 論全6章 に 「前がき」 と 「序論」お
よび 「本報告の要 旨」か ら構成 された大部なものであ り,「戦後の教育改造の基本的な線を描いた」
と評価 されたことは,さ きにふれたとお りである。 一
報告書は,第3章 「初等及び中等学校の教育行政」のなかで,教 育行政制度改革の全体像を描い
ている。報告書は,ま ず,高 度に中央集権化され,内 務行政の支配の もとにあ った戦前 日本の教育
行政制度を批判 し,2つ の 「基本的変更」を提言 した。第1は,独 自の教育行政機関を設け,教 育
者たるにふさわ しい資格をもった職員がおかれ る こ と。第2は,「 教育計画の管轄を現在よりもっ
と分散させ ……全機構の一定の段 階において,権 力 と責任の縦の線を明確に切断 しなければならな
い」 とする,教 育行政の地方分権 化である。 この 「基本的変更」にそ って,次 のよ うな具体的改革
構想を提案 した。
第1は,文 部省の権限の縮少である。 報告書は,「文部省は,日 本の精神界を支配 した人々の権
力の中心であった。従来そ うなっていたように,こ の官庁の権力は悪用 されない とも限'らな い か
ら,これを防 ぐために,我 々はその行政的管理権の削限を提案する。 この ことはカ リキ ュラム㌫教
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授法,教 材及び人事に関する多 くの管理権を,都 道府県及び地方的学校行政単位に移管せ らるべ き
ことを意味す る」 として,文 部省の権限を客観的基準の設定,専 門的指導,教 育基金の分配などに
限定 した。
第2は,都 道府県に公選制の教育委員会を設置 し,公立諸学校の監督を行な うことである。
「各部道府県に教育委員会または機関が設立され,そ れは政治的に独立 し,一般民衆の投票の結
果選出された代議的公民によって構成される」「この機関は,法 令に従 って 都道府県 内の公立諸
学校を全般的に監督す る。」「都道府県の機関は,教 育の指導者を任命すべ きで,そ の人は教育の
領域内で訓練 と経験を得たものでな くてはな らない。」
第3は,市 町村 にも教育委員会を設置 し,公立の初等中等学校の管理を司 ることである。
「各都市またはその仙の地方的下部行政においては,国 民の選んだ一般人によって教育機関が構
成 されて,こ の機関が法令に従 って,そ の地方にあるすべての公立の初等及 び中等学校の管理を
司 るよ う我 々は勧める。この機関は専門的に資格のある教育者を,そ の都 市またはその地方的下
部行政区画の学校制度 の部長 として任命すべきである。」
このよ うに,報 告書の改革構想は,ア メ リカで長い歴史をもつ教育委員会制度を中核 としたもの
であり,これに教育行政の権限の大半を分配するものであった。 この制度は,① 教育行政の民衆統
制,② 一般行政か らの独立,③ 教育行政の地方分権の 「3原則」を機構化 したものであるとされ,
教育行政を一般住民か ら公選された委員会の統制(素 人統制=・laymancontrol)と教育者の 専 門 的
指導性(professionalleadership)の調和の下で行 ってい くという独特の制度原理に立つ もの で あっ
た。
しか し,こ こには,報 告書全体がそ うであったように,教 育委員会制度そのものが20世紀に入 っ
たアメ リカで さまざまな矛盾を呈 してきていることには,何 らの言及 もなか った。素人統制と専門
的指導性の調和 とい う制度原理そのものが,教 師の教育の自主性を著 しく阻害 しているとい うアメ




戦後教育行政制度改革の立案過程は,さ きの 「日本側教育家の委員会」を事実上の母体に して,
新たに内閣に設置 された教育刷新委員会(以 下,教 刷委と略す)の 審議とその建議にもとづき,文
部省事務局が原案を作成 し,CIEの最終的許可を得て成案を作成す るというものであった。 したが
って,こ の過程は大きく2つ に分けることができる。第1は,教 則委の審議過程であり,第2は,
文部省による法案作成の過程である。
前章でみたように,戦 後の教育行政改革にあたっては,制 度原理 と具休的機構を異 とす る4っ の
構想が出されていた。 しか し,これ らの構想がそれぞれ"公 的"な 改革構想 としてとりあげられ,
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相互に比較検討 され,1つ の改革案 として収れんされてい ったわけではない。 とりわけ,教 員組合
を中心 に進め られた教育民主化運動のなかで出されていた諸構想は,検 討の対象外 とされた。 これ
は当時の運動主体の力量の弱 さも一因であったが,主 として,立 案主体と立案過程その ものの性 格
によっていたといえる。
教育改革 の審議にあた った教刷委の構成 と審議過程にはい くつ か の弱点があった。委員 は,「政
治,教 育,宗 教,文 化,経 済,産 業等の各界 におけ る学識経験ある者の中か ら,内閣総理大臣の奏
請によって」 〈教則委官制3条)内 閣が任命 した人びとであり,い わ ゆ る 「自由主義的知識人」が
多数を占めていたが,人 選 にあたっては,教 員組合をは じめ労働組合の代表や民主的な教育研究団
体の関係者は除かれていた。(21)審議過程は非公開であ り,建議 にもとついて文部省で行 なわれた法
案作成過程 も秘密主義が堅持 された。 こうした弱点は,教 育運動内にあった教育改革 の諸構想を審
議,立 案過程に反映される道を閉ざす ものになった といえる。それはまた,教 則委の努力 と成 果が
教育改革への国民的関心を広 め,改 革へのエネルギーを さらに高 めることに結びつかなか ったばか
りか,逆 にそれへの不信 と無関心 を深め るとい'う不幸な結果す らまねいたといえよ う。
2.教 育刷新 委員会 と教育委員会制度
教育委員会制度をめ ぐって,教 刷委での審議が どのように展開 されたのかを概観す ることに しよ
う。{22>
教刷委の活動は1946年9月7Hの第1回 総会に始 まる。 こ こ で山崎匡輔文部次官は,「現下教育
上の緊急に解決を要する話重要問題」の1つ として教育行政の問題を とりあげ,従 来の教育行政の
幣害 として,① 中央 と地方における教育経験 の乏 しい内務官僚,行 政官吏による官僚統制,② 勅令
以下の法規 により教育の細 目まで決定 した中央集権的画一統制,を 指摘 し,「学問の自由と教 育 の
自主性」およひ 「教育の地方分権」の実現が絶対に必要であると強調 した。(23)
これを うけ,ま ず第2回,第3回 総会では教育行政改革の問題が重要課題 として確認 され る。続
いて第5回 総会では,教 育行政改革に関す る一般討議が行なわれ,改 革の基本原則 として 「教権の
確立」「地方分権の実現」が承認され,以 後,第3特 別委員会(主 査大島正徳,後 に渡辺銭蔵)が
中心とな って具体的な検討が続 け られていった。 また,CIEと の交渉 も 「連絡委員会」(Steering
Committee-・教刷 委,文 部省,GHQ代 表3名 で構成)を 通 して頻繁に行なわれた。
教則委第3特 別委では,当 初,大 学 区=学 区庁構想にもとつ く文部省察 および使節団報告書の公
選制教委制度が検討 された。その結果 出されたものが第1回 建議事項の4と して採択 された 「教育
行政 に関する建議」(1946年12A27口)である。(24)
これは,教 育行政を根本的に刷新するための基本 として,① 従来の官僚的画一主義 と形式主義と
の是正,② 教育における公正な民意の尊重,③ 教育の自主性の確保と教育行政の地方分権,④ 各級
学校教育の聞及び学校教育と社会教育の間の緊密化,⑤ 教育に関する研究調査の重視,⑥ 教育財政
の整備,を かかげた うえで,次 のような制度を提案 している。すなわち,
「教育行政は,な るべ く一般地方行政 より独立 し且つ国民の 自治による組織をもって行 う」ため
に,① 市町村及び府県 に公選制の教育委員会を設け教育に関する議決機関と し,教委は教育総長
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の形 で残 されたものといえる。また,中 央 と地方の教育行政機構改革が一緒にあつかわれ,教 育財
政問題に特別の注意がはらわれていたことは注 目される。 この建議での制度構想は,そ の後,第3
特別委で より具体的な審議 に付 された。「連絡委員会」でのCIEとの接衝も繁を加 え,並 行 して、文
部省調査局 により法律草案の作成が行なわれていった.教 則委での審議は,第17回建議 「教育行政
に関すること(2)一 教育委員会制度の実施について」(25)に結実された。 ここには,ほ ぼ教育使節
団の構想に接近 した教育委員会=教 育長制度が提案されていたが,制 度理念 とわが国の現状のギャ
ップを調整す るための苦慮がli近所に表わされていた。例えば,選 出方法に 「当分の間」 として1種
の 「制限選挙」制を導入 したことはその典型であろう。すなわち,府県会議長,府 県 内の市長の互
返による者1人,府 県単位の町村長会長,府 県内の大学長,高 等学校長,中 学校長,小 学校長の互
選による者1人,教 組選出の者1人,府 県知事が議会の同意を得て選出する者5人(産 業経済2,
文fヒ1,労働1,婦 人1),計10人の選挙委員 により,定員の3倍 の候補者を選び,こ れにっ い て
一般投票を行 う,とい う方法であった。
以上が,教 刷委における教育委員会制度の審議の推移であるが,次 に,教 育委員会制度の眼目で
あった公選制問題にしぼって,審 議内容の特徴を検討 しておきたい。最初の建議で原則的に承認さ
れた公選制が,次 の建議で 「制限選挙」制へ転換された理由が明 らかにされるであろ う。
公選制を原則として支持 した教則委にとって,事 態は単純ではなかった。委員がほぽ異口同音 に
指摘 したことは,制 度理念の正当さに比べ日本の現実の立 ち遅れと国民の意識水準 の実 態 で あ っ
た。次のような公選制に対する消極論が多 く出された。
「今 日は言論 こそ自由になって居 るけれ ども,民主的に自分の責任をもってやるという考え方が
なく,キ ャラクターの点か らいうと殆んど従来 と変っていないよ うに観察せられるので,そ の点
心淋 しい」(26)「これは(公選制は)理想案であり,現在の 日本の地方の実情を見 ると未だそこま
で行 くことはできないような事情が沢山ある。今公選にすると,… …委員になって出てくる人達
が現在の地方の状態では十分な人が得にくい懸念があるか ら……少 くとも初めは教育委員会の性
格 というものがどうい うものであるか任命制で知 らせ るとい うことが必要」(27)
もう1っの公選実施消極論は,教 員組合運動への不信にもとついていた。す な わ ち 「連絡委員
会」でCIE課 長オァー(M.T.Orh)と接衝に当ったある委員は,「選挙制になると教員組合が委
員に自己の代表を,そ の組織の力によ って推 して、委員会が事実上,組 合 によって乗取 られ,且 つ
それがコミュニス トの フラクション活動に乗せ られる恐れがある」(28)と強調.している。「教組 の独
占」 と 「国民の意識の実態」を理由に公選制を時期尚早 とする教則委連絡委員の説得はCIE側委員
を納得せさることがで きず,逆 に,「委員 は必ず しも知識水準高 きを必要 とせ ず,そ の社会の良識
の代表であれば足 りるであろう」,「一般選挙を見てのコミュニス トの勢力 は決 して強 くないか ら心
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配 は少 なかろ う」(29)と慰め られ る状態であ った。「制限選挙」制の理 由は,「保守の支配を招 くとい
う警戒 と教組や青年への不信に もとつ くラディカルへの危惧」㈹ で あったと言 うことがで きよ う。
3.教 育委員会法 の立案過程
前節でふれたように,教 刷委の審議 とほぼ並行 して,文 部省 による地方教育行政改革の法案化が
進め られていた。法案の作成は教則委の 「建議」に基礎をお きなが らも内務省(1947年12月31日廃
止)と の調整およびCIEとの折衝を重 ねて進め られた。
内務省は,教 育行政を一般行政(内 務行政)か ら独立 させ ることについては当初か ら強 く反対 し
ていた。反対理 由は次の諸点にあ った。
① 「教育権の独 立」 には教育だけは特別な ものとい う考えが うか が われ,国 民全体が考えなけ
ればな らぬ教育問題を特別 な人たちだけが考えれ ばよいとい う感 じを一般に与える。
② 分離行政(教 育行政の独立一 引用者)は 現代 の政治の行方 と逆行 し,む しろ統合行政 とし
て教育行政 は一般行政 に組み入 れるべきである。
③ 教育 に関す る全ての権限を うばわれた府県知事,市 町村長は管内の教育問題 に非常に冷淡 に
なり熱意を失い,か え って地方の教育に悪 い結果を生む。
④ 教育委員会制度 は簡素化を要求 され る現代 の地方行政機構をいたず らに複雑 に し,事務 の渋
滞を生む。
⑤ 地方制度の改革により,地 方議会,理 事者は一般公選 とな り教育行政の独立 な くして も民意
は充分反映され る。(3り
教育行政を一般行政か ら独立 させて教権 の確立を計ろ うとす る文部省官僚 と公選知事の もとに総
合行政を確立 しようとす る内務省官僚の主張 は,容 易には解決 されぬ性質の ものであ つた。 内務官
僚 の主張 は使節団報告書が一般行政か らの独立を明確 にかかげ,CIEが強力に文部省を支持 した こ
と,さ らには内務省 自体の廃止により,表 向きは姿を消 してい った。 しか し,こ の主張は,法 案審
議の際,地 方 自治体関係者に引継がれ,の ち旧内務官僚の 「失地回復」に ともない強力 に復 活 し,
公選制教委制度廃止の有力な主張 とな って再現する。
さて,次 に,CIEとの折衝事情を限 られた資料の範囲ではあ るがふれてお きたい。 当時折衝に当
った文部次官 の回顧 によれば,「教育文化思想の ことは,わ れわれの納得 と意欲 にもとついて施策
され るべきだ とい う日本側の見解がみとめ られ,他 の行政分野 に比較 して,"指示"が 少 なか った」
(32)といわれてい る。 しか し,六 三制実施や法案作成 など重要問題につ い てはCIEの指示は絶対的
で あったともいわれてい る。(33)
教育委員会法案に関す る折衝の中心問題は,選 任方法,設 置範囲,教 員人事権の所在,予 算原案
送付権,公 立高等学校の所管,委 員の報酬な ど数点 にわたっていた。CIEは,使節団報告書の制度
構 想をほぽス トレー トに支持 し,文 部省は,「日本 の実情」 や 「慎重な配慮の必要」 を理 由にその
制度構想を修正す る必要性を くりかえ して説いた。最終段階における両者 の主要な対立点 は下表 に
示す とお りであった。
結局,CIEの基 本姿勢は くずれず,48年6月8Hの 閣議で森戸辰 男文相の説明を全閣僚が承認,
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IV教 育委員会法の立法過程と法(制 度)批 判の諸相
1.立 法過程の特徴
教育委員会法案が第2周 余に上程 されたのは,会 期のおし迫 った1948年6月15日であ り,法成立
のわずか1ケ 月前であった。教育民主化の要 ともいわれ,教 育統治のあり方に直接かかわったこの
重要法案の審議期間はあまりに短かったといわねばならない。主要な原因は,前 章(皿)で ふれた
よ うに,法 案内容をめ ぐるGHQ(CIE)と 政府(文 部省),政府内部にあ った矛盾 とそれを調
整 するために長期にわたって折衝が重ねられ た こ と にあ る。 しかも,1年 半余 にわたる立案過程
は,そ の要綱です ら国民の前 に正式に公閉されない秘扱 いであった。




とである。 これは提案者である文部大臣や政府委員がGHQ=CIEの 意向を体 して,制 度の原理
を機械的に答弁するとい う受動的姿勢 と対照的であった。審議の過程では,し ばしば次のような注
目すべき批判が行なわれた。「(わが国の)実 情をいま少 し徹底的に関係筋へお話をするだけの熱意
を当局はもたねばならぬと私は思 うのであ ります。いろいろの法案が続いて提出せ られると思 うの
でありますが,も う少 し文部省は文部省 としての責任を完遂 した上で,わ れわれに安心させてもら
一11
いたい。 国家の実情をつぶ さにお話するとい うことは,決 して敗戦国の政府であるか らとい って,
向 うに対 して非礼ではない。そ うして 日本で は民主化す るには,い かにすれ ば最 もぐあいよくで き
るかとい うその制度をつ くらなければならぬ。 こう したような観点か ら,わ れわれはわれわれの立
場 において も主張 いた しますが,今 後とも政府 はもう少 ししっか りした態度で,礼 儀 とい うもの と
卑屈 ということの区別をは っきりと知 って,仕 事を していただきたい。」(詞
審議過程 の第2の 特徴は,国 民各層の世論を国会審議 に可能な限 り反映させる努力が なされたこ
とである。衆院で公聴会,参 院で証人喚問が もたれたのはそのあ らわれ といえよう。公聴会には,
学識経験者,地 方団体,現 場教師,教 職員組合,PTA,学 生などの代表12名の公述人が呼ばれた
が,こ の構成 は往 日に値 しよう。
第3の 特徴は,法 案審議に対 する国民各層 の関心が,教 育基本法,学 校教育法などの法案審議 と
比べ はるか に高か ったことで ある。 これは,公 聴会や証人換 問の開催を可能 にした大 きな要因であ
ったともいえよう。乏 りわけ,結 成されて まだ 日の浅かった 日教組の法案批 判活動 は 活 発 で あっ
た。 日教組 は第2回 京都大会で 「教育委員会法IC対する ロ教組の嘉木的態度」を決定,数 点 にわた
る修正 案を公表,地 方組織 も連 日のよ うに陳情激励電報などで国会に働きかけ,全 国的な法案修正
闘争を展開 した。学生団体,民 間教育関係団体,教 育復興会議などの諸団体も法案検討会を開き,
国会へ働 きかけた。
特徴の第4は,以 上の結果全文 にわた り,主 要な箇所6カ 所を含め35カ所の修正がな されたこと
である。主要な修正箇所は,① 設置範囲と時期(最 初の設 置は,都 道府県 と5大 前 に限 り,他 は2
ケ年延 期す る),②国庫補助(委 員会 に要す る経費等に対 し国庫補助がで きるとす る),③現職教員
の立候補(立 候補を認め,当 選後の兼職を禁止す る),④委員の報酬(委 員 に報酬を支給する),⑤
教育委員会の協議会(都 道府県単位に都道府県教委と地教委の協議会の設置を可 とす る),⑥教育
長 の権限(「教育委員会は教育長の助言 と推 せんにより事務を 行 な う」を 「教育委員会は事務を行
な う場合,教 育長に助言 と推せんを求めることがで きる」 とす る),など で あ った。 これ らの修正
は,い ずれ も教育行政の民主化をわが国の実情に即 して積極的に推進す るためにな されたものであ
ったが,③,⑥ などのように教育委員会制 度の原理にかかわる修正を含んでいた こ と は重 要 で あ
る。 わが国に導入 された教育委員会制度は,ア メ リカ教 育使節団報告書で勧告 された制 度 とは異質
な制度原理を含む もの とな ったのである。
以下 の諸節で,わ れわれは,法 案審議 における主要 な論点 と}Vc判の諸相を検 討 し,そ の意義を1男
らかに していこ う。
2.審 議過程 における論点 と諸批判
国会審議における主要 な論点は次の諸点で あった。
①第1条 の規定 に関す る問題,② 設置単位および時期,③ 委員の選任方法お よび資格(公 選制,
現職教員の被選挙権,議 会選出委員の問題),④教 育委員会の権 限と教師の教育 の 自 由,⑤ 教育長
の権限および資格,⑥ 委員 への報酬支給問題,⑦ 教委の財政 自主権。
(1)第1条に関する問題一 「不当な支配 」をめ ぐって一
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周知のように教育委員会法弟1条 は,「教育が不当な支配 に服す ることなく,国民全体 に対 し,
直接に責任を負 って行なわれるべきであるとい う自覚のもとに,公 正な民意により,地方の実情に
即 した教育を行な うために,教 育委員会を設け,教 育本来 の日的を達成することを日的とする」 と
規定 していた。 この規定は既に成立 していた教育基本法第10条の規定を直接 うけた ものであり,教
委法の根本趣 旨と諸条項を貫 く精神を凝縮 した形で明示 したものであった。
第1条 に関す る論議の焦点は,「不当な支配に服することなく」の文言を削除すべきか ど うか,
そもそも 「不当な支配」 とはなにを含 意 す る のか,の2点 であった。保守党文教委員の一部は,
「過去にあ った不 当な支配を将来 も受けるであろうとい う観念をもたせることは法文 としてまずい」
などの理由か ら,こ の文言の削除を要求 した。㈹ 後 口,任命制教委法への改正に際 し,この第1条
規定が全文削除 されたことを考えるとき,わ れわれにとって重要なことは,「削除要求」に対 す る
反批判と政府答弁の論理であろう。す なわ ち,他 の多 くの委員は,「将来不当な支配が行なわれ る
危険は充分ある」(36)「将来 における不当な支配を排除す るということを考えて,決 定を していきた
い」(37)「他の条文 との関係において も残 さなければな らぬ」(3s)「教権の確立 とい う意味か ら……入
れ るのが当然」(39)と反 命してい る。また政府委員も,こ れは将来を含む言葉であり,「教育基本法
の根本精神の もとに,こ の法律は実施 されなければなりませんので,文 部省 としま して は,『不当
な支配 に服することなく』とい うことは,ぜ ひ入れておきたい」㈹ と明言 している。
つ ぎに,「不当な支配」の内容の吟味を して お こ う。森戸辰男文相はじめの政府当局者は,こ の
文言の意味するものは,① 中央 ・地方の内務官僚並びに軍部の支配,② 中央集権的文部官僚の支配
であり,将来,再 びこの幣を くり返 さない決意のもとにこれを明示 したとのべている。 また将来予





設置単位 については,大 いに論議 されたが,結 局確定的な根拠は明 らかでな く,最終的結論は出
されなかった。次に示す政府委員の答弁がそれを象徹 している。 「人口1万以上の町村に区切 りま
した理由につきま しては,理 論的根拠をはっきり申し上げることはできない と思います。大体人口
1万人以上の町村であれば,独 立いた しましても学校を経営 し,または教育内容を充実するのに適
当であるという,大 づかみのところで きめたのであ ります」。㈹
教育行政を地域住民にできるだけ近づけ,教 育における住民 自治を実現する立場か ら考えれば,
設置単位の問題は技術的問題にとどま らない原則上の問題を含んでいる。 しか し,民主化の展望を
具体的な社会 ・政治状況のなか で 考 え た とき,設 置単位の財政能力,民 主化の主体的力量の度合
(民主化を担いうる教育委員の選出可能性),教育人事の交流,教 育計画の能率的策定問題などに難
点が指摘され,当 面,都 道府県 と五大市に設置を限 り,一般市町村は2ケ 年の延期 とな ったのであ
る。設置単位の問題を どのような観点か ら検討するべきかはきわめて重要であ り,後 日,市町村教
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委全面設置をめ ぐる論議のなかで,こ の点が鋭 く問われるのである。
(3)委員の選出方法お よび資格の問題
委員の選 出方法および資格条 件については,政 府原案の第6条 か ら第28条にわた り詳細 に規定 さ
れていた。骨子は次のとお りである。
① 委員会の構成 は都道府県教委7人,地 教委5人 であ り,う ち1名 は当該地方議会で議員の叩
か ら選挙 され るが,他 は全 て公選 とす る(6条)。
② 委員の任期 は4年 とし,2年 ごとに半数を改選す る(7条)。
③ 現職の教員お よび教育職 員の免許状を有す る教育委員会の職員は被選 挙 権 を 有 しな い く9
条)。
④ 委員の候補者は60名以上の選挙人 の推せんによるものでなけれ ばな らない(16条)。
⑤ 選挙方法については,原 則 として地方 自治法に定め る地方議会議員の選挙の規定を準用す る
(28条)。
審議過程において主要 な争点 とな ったのは,第1に 公選制,第2に 議会選出委員の問題,第3に
現職教員の被選挙権禁止 の問題であ った。
前2点 につ いては,主 として各界か ら公述,証 言に立 った代表か ら批判が出された。公選制批判
の論点は,① 公選制は地方行 政全体の統合性を阻害す るので,議 会 の承認を経て首長の任命制 とす
べきである,② わが国の民主化の度合か らみて公選制は時期尚早であり,地 域ボス ・政治ボスの進
出を防 ぐたあに当面 は推せん母体 による制 限選挙とすべ きである,の2点 で あった。前者は主 とし
て地方団体関係者の主張であるが,こ れは公選制教委制度発足の後 も,一 貫 して続け られ,公 選制
廃止,教 委制度廃止の有力 な一翼を形成す ることにな る。後者の主張は,さ きにみた激励委の第2
の建議 と趣 旨を同 じくす るもので あった。議会選出委員 の問題 については,n教 組および地方団体
関係者か ら全 く対立す る批判が出された。前者は,① 議員の故 に特 権的意識を もって入 って くる,
②教委の中に政党政派的争いを持込む,③ 教委の 自主性 が阻害 され る,な どの理 由か らこの制度を
設け るべきでないとした。後者は,地 方議会の尊重,教 委 との調整が必要であるとい う立場か ら,
む しろ1名 で はな く,2,3君 位 の増員をすべきだ と主張 した。地方公共団体にお ける最高の意思
決定機関たる地方議会 と合議体の執行機関た る教委 との関係を どうするかは,政 治 と教育の関係を
制度論として どう考えるか とい う原理的な問題をふ くんでお り,今 日においても,な お理論的課題
として残 されていると思 われる。
第3の 現職教員の被選挙権を禁止す る問題 は,審 議過程で最 も論議の集中 した問題の1つ であ っ
た。 政府原案 にこの条項が設 け られ たのは,教 育行政 における素人統制(laymancontro1)と専門
的指導性(professionalleadership)を調和 させ る一 一一教育委員 には 教育 の専門家でない常識 的な素
人(一 般住民)が 選 ばれ,教 育長には教育行政の専 門 家 を配 す る という制度原理 によ ってい
た。 また,教 員の被選挙権を認めると,教 員が多数選 出され る可能性があ り,それ は教委制度その
ものの制度原理をゆがめ,人 事その他教員の身分取扱 いをす る教委の職務 内容か らみても不適切で






結局,こ の条写iは審議過程で強い批}団を受け,削 除 された。批判の骨子は,①他の公務員が現職
のまま白山に立候補できるのに,現職教員のみ禁止す るのは基本的人権の侵害 で あ り,差 別 で あ
る,②素人統制の強調は,教 員組合に結集 した教師の教育行政への発言,参 加を閉め出す結果を生
む,③現状では,教 育民主化の中心 になっている現職教員が自由に立候補 して積極 的に教育改革を
担当するのが必要であり適当である,な どであった。後二者 とかかわって,「現職教員の代表が(公
選)委 員と同数で教委を構成すべきではないか」㈹ とする提案 もなされた。
現職教員の被選挙権を認めることにより,政府原案の素人統制原理は大きく修正をみ,現 職教員
であると否とを問わず,住 民の信任を受け公選 されたものが教育行政を担当するとい う新 しい 「民
衆統制」の原理が採用されたといえよう。(旬
④ 教委の権限と教師の教育の自由
この点に関する論議は,原 案に文言土の明確 な修正をもたらしたわけではないが,教 育行政権 と
教師の教育権,学校の自治権との関係をどう考えるかとい う今 日的にも重要な理論問題が提起され
ていた点で きわめて重要・である。
政府原案には教委の 「職務権限」として,18項目(都道府県教委はこの他に6項 目)に わたる権
限が列挙されていた。その中には,いわゆ る 「内的事項」に直接かかわるもの として,「教科 内容及
びその取扱に関すること」「教科川図書の採択に関すること」「教育職員の研修に関す ること」およ
び 「教科用図書の検定を行 うこと」(これは都道府県教委のみ)な どがふ くまれ て い た。勿論,こ
れ らの事務を素人たる委員によって構成 され る教委や教育長が独断で権力的に統制 してよいとい う
意味ではなく,「教科用図書の検定又は採択,教 科内容及びその取扱,そ の他特殊な事項に関 す る
専門職員には,教員を もって充てることが で き る」(47条)として,教 師の行政参与の可能性が示
唆されていた。また,教 育専門職員 として置かれる指'亨E事は 「教員に助言と指 導 を 与 え る。但
し,命令及び監督をしてはな らない」(46条)と注意深い規定がなされ て い た。 しか し,教師の 自
主的教育活動(教 育の白山)や 学校 自治を制度的に保障する規定,教 育行政に対する教師や教員組
　 コ コ 　 　
合の発言権,参 加権を保障する制度規定はなく,前記47条規定 も法文上は個々の教師の行政参加の
可能性が規定されているにすぎず教師の代表参加,教 員組合の参加を規定 したものとはいえなかっ
た。次にみる衆院文教委員会における野老誠,久 保猛夫などの主張はこの点を鋭 くついたもの とし
て注目すべきものである。
野老委員は要 旨次のように主張した。(45)
「教育 とい うものは教育者と児童,生 徒,学 生 さらに父兄,こ れが一般 国民を含んでの父兄 と,
この3者 の協力によって成立する。従 って第1条 のr教 育が不当な支配に服することなく』 とい
うのは,こ の3者 の立場がそれぞれ他によ って支配 されないということが条件であろう。教育者
の立場 とい うものが,一 般国民をも含んだ とこ'ろの父兄によ って牛耳 られてしま う とい う こと
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は,や は り教育が不当な支配 に属 したとい うことになる。 この法案においては,教 育者 は何 らの
発言権を有 しない全 くの被使用人に転落 して しまい教育の威信 と尊厳が維持できない。第 ユ条 に
規定 され た木法案の 目的を貫 徹す るためには,教 育者が立候補 できるか否か とい うこ とを 離 れ
て,さ らに進んで,公 選 され る委員と同数の教育者の代表を加 えて委員会を構成 すべ きである。」
この主張 には,第1に,教 育に直接かかわ ってい る教師,子 ども,父 母の3者 がそれぞれ固有な
権利を もち,3者 の間に民主主義的な関係をつ くり出す こと、第2に,教 師の教育行政に対する発
言権を保障す るために,公 選 委員 と同数の教師代表の委員によ り教委を構成すべきであるとい う注
目すべき指摘がみられ る。"同 数委員会"の 提唱は,当 時予想 された地域有力者によ る教育支配を
防止する点 にウエイ トをおいてはいたが,教 育の民衆統制 と教育(師)の 自律性の保障を統一す る
制度構想のひとつとして今nに おいて も検討す るに値す ると思 われ る。
久保委員 は,こ の法律こそ従来教育界を圧迫 していたものを取 り除き,伸 び伸び した立場で,真
に生気溌刺たる教育が全国至 るところに息を吹 き返 させ るもの としなければな らない,従 って この
法 案は 「教育それ自体の本質的な立場に立 って吟味されねばならない」 として,要 旨次のよ うに述
べた。㈹
「教育労働 とい うのは,仙 の一般労働とは非常に異なるものが ある。他か らの圧迫が強 くなった
場合には,教 育者 それ自身 の創意や熱意はそがれてい く。教育 はできるだ け教育の人格や 自III意
思 によ らなけれ ばな らない。従 って,学 校 においては自治,学 級 においては教育者 自身の 自主的
立場が必要である。教 育者の 自治,教 育者 自身の人格を完全に信用 し認め ることによ って教育と
い うものは成立するか らそ うい う見地か らこの法案 を見 ると,委 員会の権限はあまりに大きに失
す る。 もっと教 育者,学 校 に任すべき点が多 々あるのではないか。また,教 育はか くあらねばな
らないとか,教 育委員会はか く運営 されなければならないとい うことを判断 しうる者 は教育に携
わ っている人だけである。従 って,法 案上に,教 育者の発言権な り,教 育者をその ときどう活か
すかが考え られねばな らない。」
このように,久 保委員は,教 育労働の特殊性をふ まえた上で,教 師の教育活動における自主性,
その制度保障 と しての学校 自治(教 育自治),教育行政に対する教 師の発言権の重要性を強調 した。
これは,「教育委員会の活動を法律により民主的 に規制 しいかな る方向に教育行政制 度を展 望 す べ
きかとい う課題の核心に触れる視点を与え るものであ った」(47)といえ る。
これ らの政府原案批判に対 し,政 府委員は 「現職教員の総意」を委員会の活動に反映 させる必要
性 を認めるとともに,49条7項の規定にもとつ く教委 と教員組合 との団体交渉,団 体協約で教 育内
容をは じめ教育上の諸問題 にかかわ る教師 の意見を委員会 に反映させ ることができると明言 してい
ることは看 過で きぬ重要点である。(し か し,政 令201号により,公 務員 の団体協約権,団 交権は
禁止 され,こ の政府答弁は空文句 とな った)。
(5)教育長 の権限および資格
政府原案に示 された教委制度の制度原理のひとつが,教 育行 政における素人統制と専門的指導性





①教育長は,教 委の指揮監督を受け,教 委の処理するすべての教 育事務をつかさどる(42条)
②教委 は,教 育長の助言と推せんにより,左 の事務を行 う(49条)
③教 育長は,法 律の定める教 育職員の免許状を有する者 のうちか ら,教 委が任命す る(49条)
④教委発足の時点(昭 和23年10月5口)に教育局部の長,職 員である者 は,そ のまま当該教委の
教育長,事 務局職員に任用 されたものとみなす(附 則81条)
このよ うに,政 府原案が予定 している教 育委員会の活動 と運営 は,教 育長の 「助言 と推せんによ
り」なされ,教 育長は 「教委の指揮監督を受 け」すべての教育事務を行なうというものであった。
批判の論点 はこうであった。すなわち,教 育長の権限はあまりに大きくなり,① の規定にもかかわ
らず,実 際には,教 委の実権は教育長に集中 し,月1回 の定例会開催を平均的活動 とされ る教育委
員会は形式的なものにな って しま う,しか も,④ の規定により,発足す る教委の教育長には従前の
教育部長,学 務課長がそのまま横すべ りす る可能性が きわめて大 きい。 したが って,教 育委員会の
活動は,実 質上旧態然 と したものになる。 これ らの批判 も,実際に教委制度が実施 ・運営 されたと
き起 りうる制度上の欠陥 とその非民主主義的機能をできる限 りチェックし,教 育の自主性を守 ろう
とする実践的観点からなされたものである。言鋸義のなかで教育長の リコール制を規定せ よという指
摘が されたことも一考を要す ることとして付言 しておきたい。㈹
(6)教育委員への報酬支給問題
政府原案第31条1項は,「地方公共団体は,委 員が職務を行 うために要す る費用を弁償 しな けれ
ばならない。但 し,委員に報酬を支給 しない」 と規定 していた。 この規定の理念的根拠は,① 教 育
委員としてふさわ しい条件は,委 員 としての報酬を期待せず,別 に生計の途を もつ者であること,
②委員は,刀1回 の定例会を中心 に教育の基本方針の論議,決 定を行ない,日 常的な実務活動には
タッチ しない"非 常勤職"で あること,に あるとされていた。 しか し,実 際の理 由は,"健全かっ
常識的な市民こそ教育委員に好ま しい"と するCIEの 強い要請にあったことは政府委員の答弁で
も明 らかであった。
審議過程では,数 点にわた って相当額の報酬を出すべきとの強い異論が出された。主な論点は次
の とお りであった。(49)第1は,委員会の仕事の内容は 日本再建の基盤をなすほどの大 きな職責をも
っている。 しか も,教 育界には課題が山積 されており,仕 事はきわめて多忙である。第2は,今 日
の 日本では余裕を もって生活 している人はきわめて少 く,無報酬では適切な人を得 られ ない。「資
産のない,収 入の途の乏 しい人は委員になれないという大きな矛盾を生ずる。」(50)第3は,委員の
仕事は会議への出席で事足 りるのではなく,日 常的な調査 ・学習 ・研究が不可欠である。第4は,法
案では 「委員会に非常な責任 と権限を与えておきなが ら,かん じんなところでこの委員会を骨抜 き
に してしま う。」これでは,事務局まかせになる恐れが多分 にある。(51}このよ うに,批 判の多 くは,
日本の実情を無視 し,無批判に外国の事例を範 とする原案の主体性のなさや観念論を批判するだけ
でなく,わが国の教育現実 に立脚 して,発 足 した教委が現実に直面す るであろう課題 に照 して,こ
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の問題を考えていた。 この制度 に課せ られていた歴史的意義をはるかに深 く把握 してい たといえ る
のである。
(7)教育委員会の財政 自主権問題
教育委員会が一・般行政部局か ら 「独立」 し,自 主性 を確保す る究極の制度 的保障 は,財 政 自主権
確立す ることであろう。 この点 にかかわ って政府 原案 に規定 されていた ことは,① 教育委員会の予
算原案および条例原案作成 ・送付権(55条,60条),②首長が送付され た 予算 ・条 例原案を減額 ・
修正す る時は,事 前に教育委員会の意見を求め ること(56条,61条),③減額修iEした場合は,そ
の送付原案を予算案 ・条例案 に附記す ること一 いわゆ る 「二本建制」(57条),④教育委員会の予
算 の支出命令権(59条)などであった。 このように,政 府原案においては,教 育委員会 が独 自の財
源 と予算の決定権を確保する規定 はな く,こ の点に衆参文教委員会お よび公述,証 言に立 ったほぼ
全ての者の批 判が集中した。「教 育財源の設定 な くしては,こ の委員会は無意味である」「財政的な
裏づけがなければ,結 局,過 去の教 育界 と同様な ものになる」 といった論断をふ くめ,こ の制度の
円滑な運営 にとって独 自財源の保障は決定的に重要であることが一致 して指摘 されたのである。例
えば,「教委法 に対 しての日教組の基本的態度」は,「教 育の地方分権を行 なうためには,こ れと同
時 に,そ れに伴 う大 巾の財源の地方委譲が実現 されなければな らないと考え る。現在,地 方財政の
困難 さは予想以上に甚 だしくどん なに理想的な制度が実現 して も,財 政上の裏づ けがなければ絵に
画 いた餅のよ うにほんとうの成、果はのぞむことはで きない」{52)と指摘 していたが,こ の批判は事 の
本質を鋭 くつ いていたと思 われる。教 育目的税 の創設,大 巾な国庫補助,地 方 自治体予算の一定率
の天 引き,な ど さま ざ ま な構想が提案 され たが,文 教委員会の一一存では全 く解決不能な事柄であ
り,「参考意見」の域を越 えるものではなか った。結局,提 案者である政府委員 自身が,「財政権の
完全 な独立ができていない ことは,こ の委員会制度の欠陥だと思 います」㈹ と言わ ざるを得なか っ
た。衆院文教委員会では,次 の国会で財政的措置を考慮 して再修正す べ しことの確認が なされただ
けで,積 極的修正をすることな く棚上 げされた形でおわ ったのである。 〈未完〉
注
(1)最近,こ の課題への意欲的な取組が始められている。 例えば,名 大教育行政及び制度研究室声 『教育委
員会制度の理論的諸問題一教育行政研究第1号 』(1976年3月),鈴木英一 「教育委員会制度の成立」(海後
案臣編 『教育改革』東大 出版会,1975年),同「教育行政の地方 自治原則の検討」(『名大教育学部紀要』第
22巻,1975年),古野博明 「戦後教育行政制度改革と教育 自治」 〈『北大教育学部紀要』第23号,1974年),
同 「教育課程編成の権限分配 と指導助言」(同 『紀要』第24号,1975年),同「戦後教育立法 と教育行 政 の
事務配分」(同 『紀要』第26号,1976年)などである。なお,拙 稿 「教育行政の機構 と機能」(『講座 目木の
教育』第10巻,新日本出版社,1976年)も,この課題を遠望 したささやかなf1三品である。
(2)周郷博,宮 原誠一,宗{象誠也 『アメ リカ教育使節団報告書要解』(国民図書刊行会,ユ950年)
〈3)五十嵐顕 「戦後の教育改革 と民主主義」(『文化評論』1975年10月号)
(4)田中二郎 「教育改革立法の動向」(『法律時報』ig47年7月号)
㈲,㈲ 「田中耕太郎文書」 艇藷立教育研究所所蔵)所 収。なお,こ れに くわ しく言及 した ものとして,前 掲,
鈴木英一 「教育委員会制度の成立」,佐藤秀夫 「田中耕太郎 の教 育権論」(『法律時報』1975年11月号)が
ある。なお,大 学区学区庁情想 の経緯については前掲鈴木論文 に多 くを負 っている。







回 前掲,拙 稿 「教育行政の擬{dと技能」130頁以下,参照。
⑫ 『人民』第 ユ巻第2号 所収。
個 新 島繁 「日本の民主化 と教育の進路」(『人民評論』1946年1月号)








㈱ 日教組およびその前身であった全教 協は,く りかえ し 「教則委に組合側か ら委員を参加 させ る こ と」を
要求 した。その結果,1947年12月19日付で 日教組関係者2名 が{」…命された。
㈱ 教刷委での審ご退過につ い て は,鈴 木前掲論文,同 「日本における教育行政改革案の系譜」(『北海道大










助 教刷委第16回総会における飯沼内務次官の発言 同 『総会会議録』(1946年12月20日)
㈱ 有光次郎rCIEとの交渉」(『文部時報』900号)
倒 相良唯一 「月報創刊のころ」(『教育委員会月報』2005」)
00黒 岩重治委員の発言 『第2回 目会衆議院文教委員会議録』(1948年6月25口)8頁。
㈲ 水谷昇委員,円 谷光衛委員の発言を参照,同 前E会 議録』(1948年6/S23H)
㈱ 松本七郎委員の発言,同 前2…3頁 。
朗 黒岩委員の発言,同 前1頁 。
㈱ 伊藤恭一委員の発言,同 前2頁 。
倒 織田正信委員の発言。
{畑 辻田力政府委員の発言,前 前2頁 。
(帥 黒岩委員の発言,同 前3頁 。
働 辻 田政府委員の答弁,1同前3頁 。
岡 野増設委員の発言,同 『会議録』(1948年6月22日)7頁。
閲 鈴木前掲論文。
岡 野老委員の発言,同 前 『会議録』7頁 。










松本(七)委 員の発言,同 前8頁 。
日教組編 『日教組10年史』(H教組,1958年)611頁。
辻}U政府委員の発言,同 『会議録』(1948年7月1口)13頁。
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